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１.はじめに

筆者は，創造しコミュニケーションするアクティブ･コンシューマーと企業とが相互に影響を
与えながら長期的に進化していくという「共進化マーケティング」を提示した［濱岡（1995, 
2001b）］。この「創造しコミュニケーションする消費者」について，「アクティブ･コンシューマー」
という概念を提案し，大学生を対象としたパイロット調査［濱岡（2001a）］，首都圏在住者を対
象とした調査［濱岡（1999, 2001a, 2002）］などを行ってきた。
共進化マーケティングおよびアクティブ･コンシューマというキー概念にみられるように，筆

者は消費者の創造性，消費者間のコミュニケーション，消費者による創造，企業と消費者との相
互作用，企業間の関係など，様々な分野の知見を統合しマーケティングの新たな枠組みを提供す
ることを企図している。本稿では，関連する分野についての簡単なサーベイを行いながら筆者に
よる研究結果をまとめ，今後の方向性を展望する。
まずは，アクティブ･コンシューマ概念について概説したのち，ユーザーによるイノベーション，

創造性研究など消費者による創造についての研究を概説する。創造もしくは開発は個人で行われ
るだけではない。特に濱岡（2001a, 1999）が指摘し，実証してきたように，他者とのコミュニケ
ーションは創造プロセスにおける知識の伝達，テスト段階でのフィードバック，普及段階での他
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者へのプロモーションといった段階で重要な役割を果たしている。そこで，チームによる創造，
特に近年，ユーザーによる創造として現象として注目されている，オープンソース･ソフトウエ
ア･プロジェクトについての研究について紹介する。さらに人と人との関係を分析する手法とし
て注目されている社会ネットワーク分析について概説し，チームや個人の生産性を社会ネットワ
ーク指標で分析した研究を紹介する。さらに，消費者と企業との相互作用についての研究を簡単
に紹介し，今後の展望をまとめる。

２.アクティブ･コンシューマー

刺激―反応モデルを提示した Howard and Sheth（1969）の書名が「The Theory of Buyer 

Behavior」，情報処理モデルを提示した Bettman（1979）の書名が「An Information Processing 

Theory of Consumer Choice」であることにみられるように，これまでの消費者行動研究は「購買」
とくに「選択」までのステップに注目したものである。これへの反省として，購買後行動の重要
性が指摘されている［例えば Lilien et al.（1992）, ch.2］。しかし，そこでもクチコミや苦情によ
る情報の伝達，購買の継続や中止といった行動しか想定されていない。
これに対して Hirschman（1980）は，製品を革新的な方法で用いることに注目して「使用の革

新性 use innovativeness」という概念を示した。そして，消費についての新しい問題が生じたと
きに，既に採用した製品を革新的な方法で用いることによって解決する際に，これが生じる可能
性が高いとした 

1
。
）
そして使用の革新性は，新奇な消費に関する問題 novel consumption problemsと，

消費者の創造性 consumer creativityからの影響をうけるという概念モデルを示した。Hirschman

は，実証は行ってはいないが，Price and Ridgway（1983）は，使用の革新性を測定するための指
標を開発した。インタビューの結果，使用の革新性は少なくとも 5つの因子から構成されるとい
う知見にもとづいて60項目を設定し，因子分析した結果，「創造性 /好奇心 creativiti/curiosity」
「voluntary and creative reuse」「Risk preference」「Multiple use potential」の 4つの因子を抽出し
ている。これらを総合化した指標と，電卓の利用状況との関連をみたところ，使用の革新性（総
合）指標が高い消費者グループの方が，「新しい使い方をみつける努力」「メモリー機能の活用」
「プログラム機能の活用」とも高いことを示している。これらは，消費者が新しい使い方を発見
するという側面に注目しているが，消費者がモノを創造する現象には言及していない。「消費者
行動」の定義をサーベイした青木（1996, p.4‒5）によると「消費者行動」の定義には，探索，比較，
購買，使用，廃棄プロセスが含まれるという。つまり，そもそも「消費者行動」研究では，消費
者が何かを創造するということ自体，研究対象として想定していないのである。
これらを踏まえて，濱岡（2001a）では，「創造的消費を行い，かつ他者とコミュニケーション

する消費者」を「アクティブ・コンシューマー」と定義している。つまり，創造的消費とコミュ

1）“―use innovativeness. The basic idea underlying use innovativeness is that the consumer acts in an 
innovative fashion when s/he use a previously adopted product to solve a novel consumption problem.
［Hirschman （1980）, p.288］”

三 田 商 学 研 究
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ニケーションという二つの要素を考慮しているのである。

創造的消費
まず，消費者が「製品」をなんからの「使用方法，用途」に用いると考えてみよう。製品につ

いては，「既存の製品のまま」「既存の製品を修正する」「新たな製品を創造する」という 3つの
消費の方法があり得る。用途については「既存の用途に用いる」だけでなく Hirschman（1980）
が指摘するように「新たな用途を見いだす」こともあり得るだろう。なお，用途についても製品
と同様，これまでとは用途を少しだけ変更するといった状態を想定することが可能だが，製品と
比較して実際に定義・測定することが困難なので二分法を採用する。
これらを組み合わせると 3× 2 = 6 個のセルができる。「ハミガキ」を例にとって考えてみよう。

「既存製品・既存用途」とは，企業が意図したようにハミガキを歯磨きのためにそのまま用いる
というものである。「製品修正・既存用途」とは例えば，既存のハミガキに塩を混ぜる，甘味料
を混ぜるといった行動であり，既存の製品に若干の修正を行うことによってハミガキという本来
の用途に用いる行動である。「製品創造・既存用途」とは，硼素と界面活性剤を混合して自分な
りの製品を新たに作るという行動である。「用途創造」とは，ハミガキをカーペットの汚れ落と
しに用いるというように，既存の用途に他の製品を利用する方法である。「製品修正・用途創造」
とは，ハミガキに洗剤を混合して，カーペットの汚れ落としに用いるというように，新しい用途
のために既存の製品に手を加えるという行動である。「製品創造・用途創造」とは新しく製品を
創造し，それを新しい用途に用いるものである。いわば発明といえるかもしれない 

2
。
）
いうまでも

なく，これまでのマーケティング，消費者行動研究では，これら 6つのセルのうち「既存製品・
既存用途」にのみ注目してきた。つまり残りの 5つのセルについてはほぼ無視されてきたのであ
る。
ここでは，これら 5つのセルについては製品，用途の少なくともどちらかを創造するという活

2） ハミガキに塩を混ぜてハミガキするということをハミガキを主として考え，製品修正と定義したが，塩に
注目すると，塩についての新しい用途の創造と考えることもできる。

共進化マーケティング 2.0

用途

製品
既存

用途創造
Use innovation

既存
「既存製品・既存用途」
ハミガキを歯磨きに用いる。

「用途創造」　ハミガキをカーペットの汚
れ落としに用いる。

製品修正
「製品修正・既存用途」
ハミガキに塩を混ぜて歯磨きする。

「製品修正・用途創造」
ハミガキに洗剤を混合して，カーペット
の汚れ落としに用いる。

製品創造
「製品創造・既存用途」
硼素をハミガキとして用いる。

「製品創造・用途創造」

注）網がかかっているのが「創造的消費」

表 1  「創造的消費」
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動を含んでいるため，これらを「創造的消費」と呼ぶことにする。なお，創造性研究では「新規
性」「有用性」という基準で創造性を判定することが多いが，ここでいう「創造性」については，
有用であるか否かを問わず，また新奇性についても，本人が新しいと感じればよいとする。

コミュニケーション
マーケティングという観点からは創造的消費の産物や用途についてのアイディアが社会に広が

ることが重要である。社会に普及するか否かは，製品やアイディアの特性，社会の状況なども重
要だが，ここでは，「他者とのコミュニケーション」の重要性を指摘しておこう。

Reingen et al.（1984）は，歯ブラシのような私的に消費されるモノであっても，他者とコミュ
ニケーションすることによって社会的なモノとなり，同じブランドを採用するようになることを
実証している。つまり，個人的に創造的消費の産物であっても，他者とコミュニケーションする
ことによって，社会的なモノとなりうるのである。ただし，コミュニケーションは創造段階にお
いても行われる。必要な知識，情報を交換することによって，個人的な創造のスキルの不足分を
補足することが可能となる。また，他者の意見，要望から問題を発見・認識し，それが創造のき
っかけとなることもあるだろう。さらに消費プロセスでのコミュニケーションには相互のサポー
トや学習という効果もある。

アクティブ･コンシューマー
このように，創造的消費を行い，かつ他者とコミュニケーションする消費者を「アクティブ・

コンシューマー」と定義した。なお，ここで創造的消費とは，「既存の製品を修正したり，新し
い製品を作ったり，既存の製品の新しい用途をみつけること」と定義する。また，ここでいう「創
造」については「世界ではじめて」である必要も「有用である」必要もない。有用，新奇でなく
ても，コミュニケーションを通じて社会に広がる可能性があると仮定しているからである。

アクティブ・コンシューマーの行動プロセスについての包括的モデル
アクティブ・コンシューマーの行動プロセスをフローとしてまとめたものが図 1である。この

モデルには以下の特徴がある。まず，消費プロセス，創造的プロセス，普及プロセスを考慮して
いることである。つまり，消費プロセスや他者とのコミュニケーションを通じて動機が生じ，創
造的消費が行われる。ただし前に述べたように，ここでは創造されたものの「客観的な新しさ（世
界ではじめて）」も「有用性」も問題としていない。「創造的消費の産物」が社会に広まるか否か
は社会的なプロセスによって決定されると考えている。さらに，個人による行動だけでなく，他
者とのコミュニケーション，企業の行動も考慮していることである。消費，創造，普及プロセス
全般において，他者とのコミュニケーションを通じて，情報の収集・交換，問題の発見，解決方
法の発見，テストなどを行うこともある。他者とのコミュニケーションによって完成したモノが
個人的なモノから社会的なモノになり，社会へより広く普及する可能性もある。ここでいう社会
とは，友人・仲間の間というレベル，地域，全国といった範囲のすべてを含んでいる。「問題の

三 田 商 学 研 究
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創造 creation of problem」という段階を考慮していることも特徴である。「問題解決」するだけ
でなく，消費者は次から次へと自ら問題を創造し，それを解決するための方法を開発する能動的
な存在だからである。

創造的消費の実態
筆者は，このアクティブ･コンシューマー概念を提案し，いくつかの調査を行ってきた。その

結果を表2に示すが，いずれも 4割弱の者が創造的消費の経験をもっている。もちろん，そのア
イディアがどれほど斬新なのかはわからないが， 5％から31.8％の者が，それが社会へと広まっ
た経験をもっている。このように消費者による創造が行われ社会に広まるという現象は決して希
ではないのである。

３．個による創造，イノベーションからコミュニティによる創造へ

創造性研究のマーケティングへの適用
Andrews and Smith（1996）はブランドマネジャーの創造性について，心理学研究における創
造性研究を参考として，「新規」な「市場」を創造した経験と定義し，個人の特性，状況要因な
どとの関係を分析した。この結果，内発的な動機，開発プロセスの適度な公式化などが作用する

共進化マーケティング 2.0

ニーズ認識

個人的プロセス

社会的プロセス

自己の購買／
消費プロセス

創造プロセス

普及プロセス

情報探索

個人での探索
共同での探索

個人での作成
共同での作成

個人でのテスト
共同でのテスト

評価 購買 消費経験

問題の発見

問題の創造

コミュニティでのコミュニケーション

問題解決の
方策の探索 試作品の作成 購買 完成

企業の対応
コミュニティの
共感，支持

コミュニティの
拡大創造物の特性

動機/関与 創造物の特性コミュニティの特性個人の知識，
スキル

個人の
パーソナリティ

コミュニティの
プロモーションの努力

個人的な
プロモーションの努力

使用

社会への広がり

図 1　アクティブ・コンシューマーの行動プロセスの包括モデル
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ことを見いだしている。その後の創造性研究の一つの流れとして，Finke et al.（1992）による「創
造的認知 creative cognitionプロセス」がある。この研究アプローチでは，思考プロセスやそれ
への制約などが重視される。この研究の発展をうけて，Dahl（2002）では「類推（アナロジー）」
や「先例 prime」と創造性について分析し，「遠い類推」を行うほど創造性が高いアイディアが
提出されるが，「先例」をみせると，それに類似したアイディアしかでなくなってしまうため創
造性が低下することが示されている。さらに，Moreau et al.（2005）は，「制約」と「自己のコ
ントロール可能性」に注目し，5つの図形を自由に選ばせる /与える×それらをすべて使う /い
くつ使ってもよいという 2× 2の条件でおもちゃのアイディアを考えさせた。その結果，制約が
あるほど，創造性の高いアイディアが創出されることを示している。さらに，Burroughs and 

Mick（2004）では，「類推思考能力」が高いほど，また，解決すべき問題に「制約」があるほど
創造性が高くなることを示している。これについて，濱岡（作成中‒ a）では，アイディアを考え
させるきっかけとして，ポジティブな体験とネガティブな体験を想起させて，創造性に影響を与
えるか否かなどについての分析を行っている。
興味深いのは，Kristensson et al.（2004）の研究であり，「プロ」「知識のある学生」「普通の学

生」に携帯電話サービスのアイディアを考えさせ，それらの実現性，独自性などを評価した。そ
の結果，「プロ」「知識のある学生」のアイディアは実現性が高いものの，独自性については，通
常のユーザーのアイディアのほうが高いことを示している。ユーザーからのアイディアの重要性

三 田 商 学 研 究

1999年6月大学生
調査（N=277）

2001年6月首都圏
調査 (N=720)

2004年2月インタ
ーネットユーザー
調査（N=812）

濱岡（2001）（＊） 濱岡（2002）（＊＊）
濱岡，田中
（2006）（＊＊）

既存の製品・サービスを工夫し
て使うほうだ

21.6％ 30.5％ 41.7％

既存の製品・サービスの新しい
使い方を見つけることがある

26.0％ 26.6％ 33.9％

これまでにない新しい製品・サ
ービスをつくることがある

9.3％ 11.3％ 11.1％

自分の工夫やアイデアについて，
積極的に人に教えたり意見を求

― 22.4％ 40.2％

自分のアイデアを企業に提案し
たことがある

― 8.2％ 14.4％

自分の工夫やアイデアが友人・
知人に広がったことがある

5.0％（＊＊＊） 16.9％ 31.8％

＊）　濱岡（2001）は，ある /無しで回答させ，あると回答した割合。
＊＊） 7段階，もしくは 5段階尺度で回答させ，トップ 3もしくは 2ボックスの割合。
＊＊＊）創造した結果がどうなったかを自由回答させ，友人などに広がったと記入していた者の割合。

表 2 創造的消費の実態
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を示す結果といえよう。

リード・ユーザー
企業がいかにイノベーションを製品，市場成果につなぐかという観点から「技術マネジメント」

においては，主に企業の視点からイノベーションの創造が論議されてきた。そのような研究領域
において，　von Hippel（1988）は，パワーショベルなどの業界ではサプライヤー企業，科学計測
器などではユーザー「企業」がイノベーションの源泉となることが多いことを体系的に示した。
そして，イノベーションの源泉となるユーザーを「リードユーザー lead user」と名付けた。
Urban and von Hippel（1988）では CADのリードユーザーに CADの新しいコンセプトを提案させ，
他のユーザー企業に評価させた。その結果，リードユーザーからのアイディアが高い評価を得た
ことを報告している。von Hippel and Sonnack（1999）では，新製品のコンセプト開発手順を体
系的にまとめるとともに，3Mでの適用例を紹介している。さらに，Lilien et al.（2002）では，
3Mにおける製品開発について，リードユーザー法によるものと，通常の方法との比較を行って
いる。この結果，リードユーザー法の方が，より斬新なコンセプトが開発され，社内でのスクリ
ーニング段階でも優先順位が高く評価されることなどのメリットを確認している。ただし，リー
ドユーザー法の課題として，コストがかかることを指摘している。
このようにリードユーザー法では，リードユーザー度が高いほど，評価が高いアイディアを提

出するとしている。これに対して前述の Kristensson et al.（2004）は，それとは逆の結果である
ともいえる。なぜ，このような違いが生じるのか，体系的な研究が必要である。

リード・ユーザー・研究の展開
前述のように，ユーザーがイノベーションの源泉となる場合と，そうでない場合があるが，

von Hippel（1988）では期待経済利益仮説を提示している。つまり，イノベーションによる経済
的な利益を見込む者がイノベーションの源泉となるというのである。これについては後述する。
このように，リードユーザーについては，これまで実用的な側面に注目されてきたが，近年の

進展として，理論的な考察の進展，ユーザー企業から消費者への研究対象の広がり，コミュニテ
ィへの注目といった方向に発展している。von Hippel（1988）はリードユーザーを，トレンドの
先端 leading edgeにいること，イノベーションによる期待利益が高いという定義を行っている。
Franke et al.（2006）では Kite surfi ngなどのスポーツ･コミュニティへの調査によって，これら
の特性をもつ者ほど，商業的に魅力のあるイノベーションのアイディアをもっていることを確認
している。この研究にみられるように，von Hippel（1988）は，ユーザー「企業」がイノベーシ
ョンの源泉となることを体系的に示したが，スポーツを中心とした消費財の領域においてユーザ
ーやライフスタイル企業がイノベーションの源泉となることが示されてきた［Shah（2000）, 
Luthje（2000）, Franke and Shah（2003）］。このようにユーザー「企業」からスポーツ，オープン
ソース･ソフトウエア･プロジェクトなどへと研究対象は広がっている。また，Franke and Shah

（2003）は，スポーツサークルへの参加者に対して調査を行い，イノベーションを行った者の多
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くが他のサークルメンバーから支援を受けていたことを示している。前述の Franke et al.（2006）
でも，イノベーションのアイディアを持つ者は個人としての技術的な専門性だけでなく，コミュ
ニティに基づく資源も豊富であることを示した。前述のアクティブ・コンシューマーの行動プロ
セスモデルに「コミュニティ」を含めていたように，個人の特性のみならず，コミュニティは極
めて重要である。

４．個人からコミュニティへによる開発，創造へ

アクティブ・コンシューマ・モデルは，個人のみならず他者と共同で創造することも視野に入
れている。消費者による創造，開発については，企業と比べてひとり一人の知識や情報において
劣る可能性が高いため，それを支えるコミュニティをはじめとした他者の存在は極めて重要な役
割を果たしている。この観点から，筆者はオープンソース･ソフトウエア･プロジェクトについて
の研究も進めている。

オープンソース･ソフトウエアに関する研究
Linuxをはじめとしたオープンソース･ソフトウエア が市場でも一定のシェアを得ているのに

伴って，実務的な注目を受ける一方，オープンソースについての研究も行われている。これまで
の研究は， 3つに分類できる。一つ目は，ソフトウエア工学の観点から，「開発」に注目したも
のである。Raymond（1998）による Linux，Mockus（2000），Tuomi（2000）による Apache，
Aoki et al.（2001）による Jun，von Krogh et al.（2003）による Freenetの分析などがそれらである。
二つ目は，オープンソース･ソフトウエアの開発やサポートに無償で参加 /関与する個人の「動
機 motivation」などに注目したものである。Levy（1998）や金子監修（1998）はそれぞれ，ハッ
カーもしくは日本のシェアウエア作家へのインタビューを行っている。また，Lakhani and von 

Hippel（2003）は，Apacheのヘルプラインへの回答者と質問者，Hertel et al.（2003）は Linux

開発者にそれぞれアンケート調査を行っている。 3つ目は，複数のプロジェクトについて比較し
ようというものである。Krishnamurthy（2002）は，Sourceforgeにおけるプロジェクトについ
て分析をしているが，成功した上位100プロジェクトにしか注目しておらず，分析についても記
述統計程度である。また，Ghosh and Prakash（2001）は，開発についてのみ比較している。
これに対して，濱岡（2007）は，これらの研究の限界として，成功したと考えられる特定の事

例にのみ注目していること，さらに開発についてのみ注目していることを指摘した。そして，オ
ープンソース･ソフトウエアがユーザーによって開発されることから，開発コミュニティ自体の
構成が変化すること，ユーザーがサポートなどをする可能性があるといった特徴を踏まえて，オ
ープンソース･ソフトウエアのパフォーマンス指標として，「開発プロセス」「開発されたソフト
ウエア」「市場における成果」「コミュニティへのインパクト」「コミュニティの成員へのインパ
クト」という広い範囲について考慮することが必要であることを指摘した。さらに，これらを規
定する要因についても考察し，包括的な分析の枠組みを仮説として提案した。それらについて，
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Sourceforge.netにおける2102のオープンソース･ソフトウエア･プロジェクトについて公開され
ているデータを用いて検定した。その結果，プロジェクトの認知度がダウンロード数を増加させ，
ユーザー･コミュニティの規模を拡大させる。そして，ユーザー･コミュニティの規模が，プロジ
ェクトの認知率を増加させるという正のフィードバックが存在していること。さらに，ユーザー
規模の拡大は，ユーザーからのフィードバック（バグ報告，機能追加要求，ヘルプリクエスト）を
増加させ開発を活発化させることが示された。このように開発者のみならずユーザーも極めて重
要な役割を果たしているのである。ただし，ダウンロード数やユーザー数などの分布をみると0
近辺にピークをもつ歪んだ分布となっている。つまり，成功するオープンソース･ソフトウエア･
プロジェクトは極めて限られているのである。

創造，開発の動機
それではなぜ，消費者はこのような創造や開発といった活動に参加するのだろうか。ユーザー

によるイノベーションや消費者による開発に関する研究について概観しておこう 
3
。
）

Lakhani and 

von Hippel（2003）は，Apacheというソフトウエアのサポートコミュニティにおいて，質問に回
答する者の動機に注目した研究である。また，Hertel et al.（2003）は Linxカーネル（中心部）
の開発者，Lakhani and Wolf（2004）は，いずれかのオープンソース･ソフトウエア･プロジェク
トに参加している開発者への調査結果である。これら 3つの研究については，成果指標との関係
が明確には報告されていないので，動機への回答率もしくは平均値に注目する。濱岡（2002）は，
創造しコミュニケーションする消費者をアクティブ･コンシューマーと定義し，創造的消費の経
験と創造プロセスにおけるコミュニケーションに注目したものである。また，濱岡 and 田中（作
成中）は，消費者参加型商品開発についての調査結果である。
これらの研究では，それぞれ注目している要因が異なるが，動機としては「期待経済利益」「楽
しさ」　「楽しさ」「自己効力感 effi cacy」「名声・認知欲求」「互酬性および一般的交換」といっ
た要因に注目している。また，この他に資源として「個人の知識」さらに「コミュニティ」の重
要性も指摘されている。以下ではそれらの主なものについて説明しよう。

「期待経済利益」
von Hippel（1988）は，科学的測定機器，半導体などの組立プロセスなどについえて，ユーザ
ー「企業」がイノベーションの源泉となっていることを示した。一方で，トラクター・シャベル，
エンジニアリング・プラスティックなどについてはサプライヤー企業発のイノベーションの割合
が高いことを示した。このことから，「イノベーションから得られるであろう期待経済利益」を
多く持つ者ほど，イノベーションの源泉となる確率が高いという「期待経済利益仮説」が示され
た。しかし，表に示すように，経済的な利益は，これらの研究では，有意な関係はない。ただし，
消費者参加型商品開発サイトへのアイディアの投稿頻度については，「賞品 /賞金 /ポイントな

3） 紙面の制約により一覧表は掲載しない。これについては濱岡 and田中（2007）を参照。
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どがもらえるから」が正で有意となった［濱岡豊 and 田中秀樹（作成中）］。

「楽しさ」
Linuxを開発した Torvaldsの自伝のタイトルが“Just for Fun”であるように［Torvalds and 

Diamond（2001）］，創造プロセスの楽しさは，創造する重要な動機である。Amabile（1983）は，
外発的な動機は創造性を低下させ，内発的な動機は創造性を高めることを示している。オープン・
ソースソフトウエアについては，知的刺激が重視されている他，創造的消費や，消費者参加型製
品開発サイトへのアイディア投稿数にも正の影響を与えている。一方で，コミュニケーションプ
ロセスの楽しさは，アイディア投稿数に負の影響を与えている。アイディアを多く投稿する者は，
コミュニケーションの楽しさではなく，考えることを楽しんでいるのである。

「不満や不便の解消」
Raymond（1998）は，オープンソース・ソフトウエアプロジェクトのすべてが，プログラマー

の「ちょっとしたいらつき」を指摘している。つまり，ちょっとした不便を解消するために，自
分でソフトウエアを開発するのがきっかけだというのである。　これについては，オープンソー
ス･ソフトウエア開発者［Lakhani and Wolf（2003）］でも重視されているほか，創造的消費［濱
岡（2002）］，そして消費者参加型製品開発サイトについても正で有意な関係がある。

「自己効力感 effi cacy」
自分が投稿しても，何も生じないのだとしたら，投稿する気持ちは生じないだろう。このよう

に，自分の行動が効果を与えると考えるものほど，その行動をとる傾向がある［Hertel et al.

（2003）］。逆に消費者参加型製品開発サイトに投稿しない理由として，「製品化されないから」が
高い割合となっている。

「名声・認知欲求」
Raymond（1998）は，ソフトウエア開発者の動機として，仲間からの名声 reputationが重要で
あることを指摘している。つまり，金銭的な見返りが得られないオープンソース・ソフトウエア
の開発に参加するのは，仲間に認められたいからというのである。これについて，創造的消費に
ついては有意とならなかったが，コミュニケーションについては有意となった。つまり，認めた
いから創造するのではなく，創造した者を認めてもらうためにコミュニケーションするのである
［濱岡（2002）］。消費者参加型製品開発サイトについては， 3項目を設定したがいずれの回答率
も低く，有意な関係とはならなかった。

「互酬性および一般的交換」
Kollock（1999）は，オンラインコミュニティで支援しあう理由の一つとして，互酬性の重要

性を指摘している。ここで互酬性とは何かをしてくれた相手にお返しすることであり，一般的交
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換は，何かをしてくれた相手ではないがお返しすることである。消費者参加型製品開発サイトに
ついては，「自分のアイディアが役に立てばうれしいから」の回答率が18％程度であるが，これ
はアイディアの投稿数とは有意な関係がない。

濱岡 and 田中（2007）で指摘したように，消費者による創造については，動機のみならず能力
もしくは後述するように，能力の不足を支援するツールキットの提供という側面からの研究も必
要である。

５．個と個のつながり，関係へ :社会ネットワーク分析の展開。

社会ネットワーク分析
Allen（1977）によって，技術者の物理的な距離が離れる程，コミュニケーションが行われる

確率が低下し，チームの生産性も低下することが示された。その後，チーム内のコミュニケーシ
ョンと生産性，さらに創造性についての研究が行われている。表 3には，個人やチームの生産性
や創造性と，チームの社会ネットワーク指標との関係を分析したものをまとめた。
社会ネットワーク分析とは，「社会ネットワークの構造を記述し，個人の行動との関連を分析

することを目的としている［安田（1997）］」。例えばリーダーの知識など，個人レベルの指標で
はなく，リーダーと他のメンバーとの関係，メンバー間の関係を分析単位とする手法である。こ
のため，社会ネットワーク分析では，チームを構成するメンバーの「関係」をデータとして入手
し，それを用いて，社会ネットワークの「密度」や，各個人の「中心性」といった指標を算出す
ることによって，社会ネットワーク全体やそれを構成する個人の特徴を記述，分析する。

社会ネットワーク分析の展開
このような「関係」についてのデータは入手が困難であったこと，巨大なネットワークになる

と計算量が多大になること，また，創造性やパフォーマンスと社会ネットワーク指標とを関連づ
けるような理論は十分ではないという限界があった。ただし，近年，これらの課題が解決されつ
つあり，研究が質的に変化しつつある。
まず，データに関しては，情報化の進展にともなって，例えば電子メールのやりとりのような

データを入手することが容易となった。Ahuja and Carley（1999），Ahuja et al.（2003），Kidane 

and Gloor（2005）はそのようなデータを用いて社会ネットワーク指標を算出し，パフォーマン
ス指標との関係を分析している。また，インターネットのホームページ間のリンク関係などもネ
ットワーク分析の新たな研究対象となっている。このように，インターネット上で入手可能な関
係データの量は飛躍的に増加した。もちろん，このようなデータはあくまで，電子メールなどを
通じたコミュニケーションであり，物理的にメンバーが co-locateされているチームなどの場合
には，対面でのコミュニケーションについてのデータも収集する必要がある。

N人の間の関係データは N× Nの行列となる。過去においてはパソコンの処理，記憶能力に
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限界があったが，パソコンの能力の向上によって，通常の規模のネットワークならば，計算につ
いての問題はほぼ解決されている。また，ハードウエアのみならずソフトウエアについても，80
年代から使われてきた UCINETをはじめとして，フリーウエアやオープンソース･ソフトウエア
も利用可能となっている 

4
。
）

社会関係資本，埋め込み，構造空隙
理論的には，社会科学者により「社会関係資本」「構造空隙」「埋め込み」といった概念が提示
されてきた。また，後述するように，ダイナミックなモデルなど，物理 /数学者によるモデルも
注目されてきた。
道路などの物理的な「社会資本」，人間の能力という「人的資本［Becker（1964）］」とあわせて，

人と人との関係もまた資本であるという「（社会）関係資本」については，様々な立場から研究
が行われている。研究の視点としても，個人もしくは個人と個人との関係というミクロな視点を
強調するもの［Lin（2001）］，イタリアの自治体のパフォーマンスを比較し，公共心や信頼，人
と人とのネットワークといった社会構造の違いによって説明するというマクロな視点からの研究
もある［Putnam et al.（1992）］。また，社会関係資本の蓄積によって社会がより階層化，分業化
が進行することに注目する立場［Bourdieu（1986）］や，社会を統合する機能に注目する立場も
ある［Coleman（1990）］。このように様々な立場，視点での研究が進められているが，社会関係
資本については，信頼，互酬性，ネットワークといったキーワードが登場している。集計レベル
で考えれば，社会ネットワークの密度の高さは，社会関係資本が濃密であると考えられる一方，
個人レベルで考えれば，友人などの関係を多く持つ者ほど，社会関係資本を多くもつと考えられ
る。

Granovetter（1985）は，市場における経済的な行為を理解するためにも，それらが社会的関係
に「埋め込み embed」されていることを理解する必要性があることを指摘している。経済取引
であっても，それが単発ではなく社会的関係に埋め込まれていることによって，評判メカニズム
によって裏切りを防止するといった機能をもつというのである。この観点から，Uzzi（1996, 
1999）は実証を行っている。
これらは社会ネットワークが濃密であることを肯定的にとらえているのに対して，Burt（1992）
は，濃密なネットワークはそれを構成する個人の自由を奪う「制約 constraint」として作用する
恐れがあることを指摘している。そして，密に結びついている複数のネットワークを隔てる「構
造空隙 structural hole」に直面している者ほど，複数のネットワークから資源を動員したり，そ
れらを結びつけるとしている。Burt（2004）では，マネジャーという個人レベルでの分析を行い，
構造空隙に面している（制約が少ない）者ほど，パフォーマンスや創造性が高くなることを実証
している。また，Walker et al.（1997）は，バイオ産業に注目して，社会関係資本が豊富な方が
よいのか，構造空隙に面している方がよいのかを実証し，前者の仮説が支持されている。

4） 社会ネットワーク分析については筆者のホームページに関連文献やソフトウェアについてまとめてあるの
で参照されたい。http://news.fbc.keio.ac.jp/~hamaoka/cgi-bin/fswiki/wiki.cgi?page=SNA
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社会ネットワークとチーム，個人のパフォーマンス，創造性
社会ネットワークとパフォーマンス，創造性を関連づけた研究のうち主なものを表 3にまとめ

た。上述のように社会ネットワーク指標は密度などのネットワークレベルの指標および，中心性
などの個人レベルでの指標がある。このため，表 3にまとめてあるように，分析単位もグループ
（G）もしくは個人レベル（I）の研究がある。
人と人の関係は例えば交友関係と仕事関係など多層的である。Provan and Sebastian（1998）は，
このような複数のネットワークでの重複とパフォーマンスとの関係を分析している。Sparrowe

（2001）は，アドバイスネットワークだけでなく，妨害（仕事の進行を妨げる人の名前を挙げさせた
もの）ネットワークをアンケートによって把握し，個人レベル，グループレベルでパフォーマン
スとの関係を分析している。個人レベルでは，アドバイス，妨害ネットワークそれぞれの入次数
（in-degree）を用い，タスクの遂行との関係を分析したところ，アドバイスネットワークでの入
り次数は正，妨害ネットワークでの入り次数は負の関係があった。また，グループレベルの分析
では，アドバイス，妨害ネットワークの密度とグループのパフォーマンスとの関係を分析し，前
者については有意ではなく，後者は有意となったことを報告している。

Ahuja and Carley（1999）は，チームのタスクとチーム内でのコミュニケーション構造が適合
しているほどチームのパフォーマンスがよいという仮説を設定した。タスクについては，設計，
マネジメント，グループ維持に分類した。プロジェクトにおける電子メールのやりとりから，そ
れぞれを社会ネットワークとみなして，階層性 hierarchy, 中心性 centralityなどを算出した。パ
フォーマンスについては，アンケートによる主観的な評価および，論文数などの客観的な指標を
用いて分析した。ただし， 1つのプロジェクトで 3つのタスク毎に社会ネットワーク指標を算出
しており，サンプル数は 3となる。このため，統計的な議論はできない。
デモグラフィックな多様性が高いほど，多様な知識があつまりチームの生産性を向上させる一

方で，調整が困難になり生産性が低下するという，対立する見方がある。これまでの研究はネッ
トワーク密度に注目してきたが，Reagans and Zuckerman（2001）は，構造空隙に注目している。
彼らは，チーム内のローカルな空隙は生産性を低下させ，チーム外のグローバルな空隙は生産性
を向上させるという概念を提示した。そして，構造空隙を直接測定するのではなく，「ネットワ
ークの異質性 network heterogeneity」という指標を導入して実証した。つまり，ネットワーク
の異質性が高いとチーム内のローカルな構造空隙が大きくなると考えたのである。1985-86年に
行われた29社，224の R&Dチームのコミュニケーションについてのソシオマトリクスを用い，
ネットワークの異質性，ネットワーク密度，tenureの多様性，チームのサイズなどによって，論
文の数などの生産性を説明した。この結果，ネットワークの異質性だけでなく，密度，これらの
交互作用ともに正で有意な関係があることが示されている。構造空隙は基本的に個人レベルの指
標であり，ネットワークレベルで指標化することは難しいようである。さらに，Reagans and 

McEvily（2003）は社会ネットワークの cohesionや結びつきが強いほど，知識の移転が容易にな
るという仮説を設定して実証している。

Kidane and Gloor（2005）は，オープンソース･ソフトウエア･プロジェクトである Eclipseの

共進化マーケティング 2.0
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分析単位，対象 説明変数 従属変数
社会ネットワーク変数 その他 パフォーマンス 創造性

Provan and Sebastian
（1998）

G メンタルヘルスグ
ループ
（ 3グループ）

複数クリークでの
重複（＋），サービ
スネットワークで
の多重性（＋）＊

患者の満足度，QOL

Ahuja, Manju and 
Kathleen Carley 
（1999）

G SOAR projectの 3
つのタスクグルー
プ

階層性，中心性，
階層におけるレベ
ルの数

タスクの種類 主観的 ､客観的な
成果指標

Sparrowe, et al.
（2001）

I 38 work groupsの
190人の従業員

In-degree 中心性
［アドバイス（＋/＋），
妨害（－ /－）］

リーダーによる評価
（役割内外）

G 密度［advice（ns）, 
hindrance（－）］, 
アドバイスネット
ワークでの 中心
性（－）

C u m m i n g s  a n d 
Cross（2003） 

G Fortune 500 電気
通信企業における
182 Workgroups

階層性（－），中
心 -周辺指標（－），
リーダーの構造空
隙（－）

マネジャによる評価

R e a g a n s  a n d 
McEvily（2003）

I R&D企業におけ
る104名

Social  cohesion
（＋），N e t w o r k  

range （diverisity）
（＋）

Common 
knowledge 
（Structural 
equivalence） （＋），
T a c i t n e s s  o f 
knowledge（＋）

知識の移転量

Ahuja, Galletta, and 
Carley（2003）

I 人工知能について
の SOAR プ ロ ジ
ェクトの95名

度数中心性（＋） Functional and 
communication 
role （# of seeking 
/contributing）

論文の数

Cummings（2004） G 同上 構造的多様性 x 知
識共有（＋）。た
だし社会ネットワ
ークデータではな
くアンケート

マネジャによる評
価（チームワーク
など）．

Kidane and Gloor
（2005）

G オープンソース･ソ
フトウエア Eclipse 
プロジェクト下の
33 プロジェクト

グループレベルで
の媒介中心性（ns/
ns），
密度（＋ /ns）

解決されたバグ報
告の割合

機能強化の数

Burt（2004） I エレクトロニクス
企業における673
名のマネジャー

構造空隙（制約で
測定）（＋）

給与，昇進の早さ，
人事評定

CRMに関する新
しいアイディア

濱岡（2006） G 85のオープンソー
ス･ソフトウエア･
プロジェクト

開発者 ､ユーザそ
れぞれのネットワ
ークの密度，階層
性，集中度。開発
者とユーザーネッ
トワークの重複度。
潜在クラス回帰モ
デルによって 2種
類のプロジェクト
に大別された ｡

開発の生産性

濱岡（2006） I オープンソース･ソ
フトウエア･プロジェ
クト phpgroupware
の開発者とユーザ
ー

構造空隙（＋） 開発の生産性

注）　括弧内の符号は検定の結果が有意だったものにのみ示してある。
　＊はサンプル数が小さいため検定不能。
　分析単位　G：グループレベル，I：個人レベル

表 3 チーム，個人のパフォーマンス，創造性と社会ネットワーク変数についての研究
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33のユーザー，開発者コミュニティについて 6ヶ月間のメールのやりとりデータから社会ネット
ワーク指標を算出し，創造性 creativityと performanceの二つの指標との関係を分析した。この
結果媒介性 betweennessは負，密度は正の相関があるという仮説が支持されている。ただし，こ
れらは単相関の分析であり，他の要因を考慮していないという限界がある。また，ユーザーと開
発者との関係といった実質科学的な分析はなされていない。
濱岡（2006b）では，これらを踏まえて，オープンソース･ソフトウエア･プロジェクトにおけ
るコミュニケーションの特性と生産性について社会ネットワーク指標を導入した分析を行ってい
る（表 4）。まず，（1）開発者，（2）ユーザーにおけるコミュニケーションの階層性，密度，そ
して（3）開発 /ユーザーネットワークでの重複について仮説を設定し検証した。なお，階層性
については，Ahuja and Carley（1999）, Cummings and Cross（2003）同様，社会ネットワークに
占める一方向のコミュニケーションの割合と定義した。
オープンソース･ソフトウエア･プロジェクトは多様であるため，潜在クラス回帰モデルで分析

を行ったところ， 2種類のプロジェクトに大別されることが示された。さらに， 2つのプロジェ
クト群によって，支持，棄却された仮説は異なるものの，設定した仮説群はいずれも，どちらか
のセグメントでは支持された。つまり，開発の生産性が開発チームの特性のみならず，開発チー
ム内のコミュニケーション，ユーザーとのコミュニケーション，ユーザー内でのコミュニケーシ

共進化マーケティング 2.0

セグメント1 セグメント2
仮説 （N=25）  （N=60）

開発者 Hd1 開発者チームの大きさは開発の生産性と正の相関がある ｡ 支持 棄却

 
Hd2 開発者チームでのコミュニケーションの集中度は開発の生産性

と正の相関がある ｡ 支持 支持

 
Hd3 開発者チームでのコミュニケーションの階層性は開発の生産性

と負の相関がある ｡ 支持 棄却

 
Hd4 開発者チームでのコミュニケーションの密度は開発の生産性と

正の相関がある ｡ 支持 棄却

ユーザー Hu1 ユーザーからのフィードバックの量は開発の生産性と正の相関
がある ｡ 棄却 支持

 
Hu2 ユーザーからのフィードバックの多様性は開発の生産性と正の

相関がある ｡ 支持 棄却

 
Hu3 ユーザーコミュニティでのコミュニケーションの階層性は開発

の生産性と負の相関がある ｡ 支持 棄却

 
Hu4 ユーザーコミュニティでのコミュニケーションの密度は開発の

生産性と正の相関がある ｡ 支持 支持

開発者 Hud1 開発者 ､ユーザーの多重性と開発の生産性には正の相関がある｡ 棄却 支持
/ユーザー Hud2 開発者 ､ユーザーのコミュニケーションの量と開発の生産性と

の間には正の相関がある ｡ 棄却 支持

出所）濱岡（2006b）

表 4 オープンソース・ソフトウエア・プロジェクトの開発の生産性とコミュニケーション特性につい
ての仮説の検証結果
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ョンに依存することが示された。ユーザーであり開発者であるということは，ユーザの社会ネッ
トワークと開発者のネットワークを隔てる構造空隙を brokerageできる者が存在することを意味
する。また，オープンソース・ソフトウエア・プロジェクトの場合も，バグ報告，機能追加要求
といったメッセージのみならず，議題を特定しない話題なども投稿しあっている。いわばこれに
よって形成される社会的関係に，ソフトウエアの開発，バグの報告といった目的志向な行動が埋
め込まれているのである。

スタティックからダイナミックな社会ネットワークへ
ネットワークの変化については，小規模なネットワークを対象としたものが主であったが，近

年，国内外でネットワークのダイナミクスへの注目が集まっている［例えば Brieger（2003），佐
藤 and平松編著（2005）］。これについては，社会学者によるシミュレーションモデル，統計モデ
ル，物理 /数学者によるモデル化がなされている。

Zeggelink（1995），Hummon（2000）は，個人をモデル化の対象として，周囲の相手との関係
を続けるか否かの意思決定をすると考え，これに合理的選択モデルを適用している。Snijders

（2005）は，このような発想に基づいて，統計モデルを開発し，ソフトウエアを公開している。
これについては，そもそも人間がそのように合理的なのか，さらに先に紹介したように，各種の
関係に埋め込まれている可能性が高いわけであり，それら複合的な関係を考慮した分析が必要と
なるだろう。
特に，社会ネットワーク分析では，社会ネットワークデータから指標を構成し，それによって

社会ネットワークを説明するというアプローチが取られている。マーケティングの場合には，特
に，マーケティング変数の影響などを測定しモデル化するという大きな課題が残されている。

複雑ネットワーク理論
物理学者や数学者によるネットワークへの理論的なアプローチとしては「複雑ネットワーク理

論」と呼ばれるものがある。人と人との関係やインターネットのホームページのつながりなど，
ネットワークを観察すると，非常に多数の人とつながっている人と，そうでない人がいる。航空
路線をみると，多くの路線が集中している空港がみられる。このような現象は，インターネット
のホームページのリンク，DNAを構成するタンパク質の結合などでも観察されるという。無数
にあるようにみえるインターネットの場合でも，平均すると19回クリックするとたどり着けると
いう。このように比較的少ないクリック回数でたどり着けるのも，ポータルサイトのように，非
常に多くのホームページと結びついているページがあることによる。このような現象を説明する
ために，例えば，Watts（1999）は，正方格子状にノードを並べ，ランダムにノードをつなぐこ
とによって，システム全体での情報の伝達距離が劇的に減少するというモデルを提示している。
また，Barabási（2002）は，次のようなモデルを提案している。ネットワークのノード（例えば人）
を単位時間あたり一個づつ増加させる。ノードとノードを結びつけるわけだが，ランダムに結び
つけるのではなく，既に結びついているノードの数に比例して結びつける。つまり，既に多くの

三 田 商 学 研 究
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人とつながっている人ほど，さらにつながりやすくする。このようなシンプルなモデルによって，
偏りのあるネットワークが生成されるという。これは極めて単純なモデルだが，様々な現象を統
一的に説明可能なモデルとして注目されている。ただし，このような抽象的なモデルを現実の説
明に用いることについて，社会（科）学者からの批判も存在する［例えば辻（2006）］。筆者もシ
ミュレーションによって普及現象［濱岡（1994a）］や，限定された合理性しか持たない者の間で
の協調の成立［濱岡（1996）］といったシミュレーションを行ってきたが，同様な批判を受けた
ことがある。実質科学と対応させたモデル化が必要である一方，あまりにリアルなモデルは複雑
すぎで分析しにくいといったジレンマもある。

普及プロセスと消費者間の相互作用
濱岡（1994b）ではクチコミについて個人レベルでの分析を行ったが，普及プロセスやクチコ

ミについては，インターネットの普及にともなって，消費者によるコンテンツ（consumer 

generated media）が大きく注目されている。里村 and濱岡（2007）では，クチコミおよび eクチ
コミについての体系的な調査を行い，eクチコミはまだ利用率，発信率ともクチコミよりも低い
こと，広告，特にテレビ広告は認知段階での利用率は高いものの，意思決定の後の段階になると
利用率は大きく低下するのに対して，クチコミ，eクチコミともに認知段階から最終的な決定段
階まで利用率が低下しないことが示されている。さらに，ブログへの書き込み数と売上について
の分析を行ったところ，映画については，前週の eクチコミ数が興行収入を有意に説明した他，
経過週数の係数はマイナスで有意であり，週が経過するほど収入が下がること，前週ランクが高
い（数字が小さい）ほど，収入が上がるという広報効果も検出された。さらに劇場数は正である
という結果が得られた。
オープンソース･ソフトウエア･プロジェクトのところで示したように，普及と共にユーザーか

らのフィードバックが生じ，それにともなって修正が行われたり機能が追加される。このような
プロセスはデータ入手が困難であったが，オープンソース・ソフトウエア・プロジェクトについ
ては，入手が容易である。このようなダイナミックなプロセスについての研究も進める必要があ
ろう［濱岡（作成中‒ b）］。

６．企業との相互作用

企業の組織的対応とコミュニケーション統合能力
濱岡（1995, 2004）は消費者と企業が長期的に相互作用しながら変化するという「共進化マー
ケティング」を提示した。これに関して，Sawhney et al.（2005）は共創 co-creationという言葉
を使っている。これは，主に製品の開発や購入，消費プロセスでの経験に注目したものである。
このときに重要になるのは，消費者からの声を取り入れて積極的に活かすことである。濱岡 and 

田中（2006）は，「満足」「不満足」「改善点や要望」を伝えるために企業に接触した経験の有無
を調査し，21.2％が「改善点や要望」を伝達した経験をもっていることを示した。これら顧客に

共進化マーケティング 2.0
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よる企業への接触（customer-initiated-contact）の有無を「アクティブ・コンシューマー」度によ
って説明した。この結果，アクティブ・コンシューマー度が高いほど，満足した場合には「友人
など」に正のクチコミを伝達するだけでなく「企業」にも賞賛などといった形で接触してくれる
一方，不満があった場合には，「友人等」にネガティブなクチコミを伝達するのではなくて，「企
業」に直接，接触してきてくれることが示された。企業にとっては自社の知らないところでネガ
ティブな情報が流布することは望ましくない。アクティブコンシューマは，企業に直接接触して
くる傾向があるので，自社のネガティブな情報を検出するためにも有用である。さらに，アクテ
ィブ･コンシューマー度は「改善や要望（の企業への）伝達」について正で有意であり，苦情だ
けでなく提案という一歩進んだアイディアをもち，それを企業に伝えてくれることを示している。
ただし，企業の対応には大きな問題がある。改善点を提案したり要望を伝えても，企業の反応

が「なにもない」と43.9％が回答していた。このような対応は企業へのイメージ評価を引き下げる。
一方，「実際に製品に活かしてくれた」と回答した者も5.8％だけいた。このような対応によって，
企業へのイメージは向上していた。このように消費者の声に応えて具体的な行動に結びつければ，
企業へのイメージが向上するにも関わらず，多くの企業の対応は不十分である。これについて，
能動的な消費者に対応するためには，「対外的な双方向コミュニケーション能力」「外部情報，社
内情報を統合，共有する能力」「情報を行動へとつなげる能力」「様々な行動を統合する統合」の
4つの観点からなる「コミュニケーション・インテグリティ（統合能力）」の重要性を提案して
いる。

情報の粘着性とツールキット
上述のように期待経済利益仮説は実証研究でも支持されていない。このため，von Hippel（1994）

は，イノベーションの源泉を規定する要因として「情報の粘着性 stickiness of information仮説」
を新たに提案した。情報の粘着性とは，「情報の探索者 seekerが情報を移転するためのコスト」
を指し，「送り手の属性」，「受け手の属性」，「情報そのものの性質」「情報の量」によって定まる
としている［von Hippel（1994）］。製品やソフトウエアを開発するには，ニーズ情報と技術情報
が必要になる。これまでの製品では，企業が技術情報をもっていたので，ニーズ情報をマーケテ
ィング･リサーチで取り込み，自社の技術でそれを実現する製品を開発してきた。このように誰
がイノベーションの源泉となるかは，情報の粘着性によって決まるというのである。
企業から見るとこのようなニーズ情報をうまく吸収できれば，より有効に開発を進めることが

可能となる。von Hippel and Katz（2002）は，ユーザー自身に開発やカスタマイズすることを容
易にさせ，そのツールをどのように使ったかを調べることによって，製品開発にも活かせる「ツ
ールキット」を提供することを提案している。彼らはこのようなツールキットが持つべき特性と
して，試行錯誤を通じた学習が可能であること，適切な解空間を探索できること，ユーザーに使
いやすいこと，モジュール化されたライブラリ，ユーザーによる設計情報を生産のために転用可
能であることを挙げている。

Franke and Hippel（2003）では，Apacheサーバーソフトウエアのユーザーに対する調査を行い，
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ニーズがユーザーによって異質であること，また，自分でソフトウエアを修正して利用している
者の方が満足度が高いことを見いだした。このことから，ユーザーによる開発やカスタマイズで
きるツールキットを提供することが有効であるとしている。さらに，Jeppesen（2005）ではツー
ルキットそのものと併せて，ユーザ間でのサポートについても注目し，ゲーム開発企業への調査
を行った。この結果，ツールキットを使う者ほど，より他のユーザーをサポートする傾向がある
ことを見いだした。
ツールに関して，Gershenfeld（2005）の personal fabricationプロジェクトを紹介しよう。コ
ンピューターが発明された当時，誰がそれを個人で使うと考えただろうか ?　それが現在では「パ
ーソナルコンピューター（personal computer）」と呼ばれ，個人で使われている。これと同様，現
在，モノは工場で生産されているが，これを個人でできるようにしようというのである。そのた
め，個人や集落単位で利用可能なツールを開発し（例えば CAD,小型切削器），教育することによ
って，必要なものを自分でつくれるようにしようというプロジェクトである。山下 and 古川
（2002）はリニューアル前の空想生活の掲示板への投稿数を集計し，グラフィックスイメージが
投稿されるとコミュニケーションが活発化することを明らかにしている。実際にモノができ，そ
れが公開されたり触れることが出来るようになれば，他者の反応もより積極的になると考えらえ
られる。また，心理学の研究によると，実物をさわることによって，より多量の情報がフィード
バックされることが示されている［石井 and 三輪（2003）］。自分がつくったものを実際に使うこ
とによって，トライアンドエラーできれば，ユーザーによるイノベーションは活発化するだろう。
このように，具体的に表現 /使用できること，さらにそれを共有可能であるツールキットを開

発，提供するという立場からの研究も必要である。なお，このように消費者に一部を行わせると
いうことは，サービス･マーケティングにおいても研究されている。例えば，Bateson（1985）は
銀行 ATMなどについての研究を，また，Meuter（2000）では，ウエッブでの Q&Aの探索など，
ネットワーク上でのセルフサービスも含めて探索的な研究を行っている。さらに，Bendapudi

（2003）では，組み立て家具などのように，自分で生産に参加した場合の方が，満足度が向上す
るという self-serving biasが存在することを示している。消費者に任せることによって満足度を
高められる可能性がある。

オープン･イノベーション
Chesbrough（2003）は，人材の流動化，技術変化の激しさ，ベンチャーキャピタルや大学な

ど外部で利用可能な資源の蓄積などを踏まえて，外部の資源と内部の資源を結びつける「オープ
ン･イノベーション」が重要となることを指摘している。これに伴って，例えば，Christensen et 

al.（2005）は，sound amplifi er業界の事例研究を行い，企業の規模や市場での地位，技術の成熟
度によって企業や大学などの役割が変化することを指摘している。また，Chesbrough et al.

（2006b）では，オープン･イノベーションを行う企業の特性，オープン･イノベーションを可能と
する制度として大学や知的所有権の問題，外部と相互作用するということからネットワークの重
要性などに注目した研究がなされている。しかし，Chesbrough et al.（2006a）が指摘しているよ
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うに，これまでに定量的な調査は行われていない。このため，濱岡（2006a）では，日本企業を
対象に調査を行い，オープン･イノベーション，ユーザーイノベーションなどの実態とその規定
要因についての分析を行った。オープン･イノベーションについては大学などとの研究が主であ
った。ただし， 2％程度のみではあるが，M&Aによる技術の獲得なども行われていることが明
らかとなった。また，オープン･イノベーションの成功には，Cohen and Levinthal（1990）によ
る「吸収能力」さらに，その背景として自社技術の蓄積，それを規定する経営レベルでの戦略の
一貫性の重要性などが示されている。この調査はユーザーイノベーションや製品開発，開発され
た製品の市場でのパフォーマンスなども調査しており，継続していく予定である。

７．共進化マーケティング 2.0 に向けて

このように消費者による創造，開発について，様々な研究がなされている。それぞれ個別に取
り組むべき課題については既に各節で述べた。重要なのはそれぞれの関連性を考察することであ
る。例えば，創造性研究では，個人に注目して類推という思考プロセスをコントロールしている。
一方，チームによる創造，開発ではメンバーやネットワークの異質性といった観点から仮説が設
定されてきた。これらを組みあわせると，異質なメンバーが集まるほど，より遠い類推がチーム
として可能となるといった新たな解釈も可能となると考えられる。
また，創造性という立場からの研究はいずれも，アイディアを個人で考えさせ，それを分析者

が独自性や有用性という観点から評価するという方法をとっている。アクティブ･コンシューマ
モデルの特徴の一つは，創造物についての評価は社会が行うとしていることである。このような
長期的なプロセスについての研究も必要である。
オープンソース･ソフトウエアだけでなく，YouTubeへの画像の投稿，消費者による広告の製

作など，これまでに企業が行ってきた部分を消費者に任せるという動きは続くと考えられる。実
際，消費者参加型製品開発サイト「空想生活」を運営するエレファントデザイン社では，「CUUSOO

システム」を良品計画が運営するMUJI.netに提供している。これによって，「持ち運びできるあ
かり」，「体にフィットするソファ」などが開発され，良好な売上を上げているという［小川 and 

西川（2006）］。一方で「空想生活」自体は，投稿される画像やアイディアの質の低下，他社の模
倣などに対応するため，自由な画像やアイディアの受付を取りやめ，自社がテーマを設定し，デ
ザインを提案し，それへの反応を探るという方向に転換した［濱岡 and 田中（2007）］。
共進化マーケティングという理念の実現や，その前提としてのメカニズムの解明はまだ端緒に

ついたばかりである。今後，理論的な彫琢をはじめ，より長期的な観点からの市場や企業，消費
者の進化という観点からの歴史研究も進める必要がある。その際には，単に事実を集めるだけで
なく，歴史的な現象の統一的な説明 ［例えば，岡崎（2001, 2005），Greif（2006）］といった視点が
極めて重要となる。
産業革命によって消費と生産セクターが分断されたが，ここに示したように情報技術などを背

景として，再び消費者が開発や生産などを低コストで楽しみながら，必要なものを入手すること
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